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日本

2030年NDC目標の引き上げ 次期エネルギー基本計画での 
石炭フェーズアウトの明示

高い水準の
カーボンプライシングの導入

推奨されるアクション

#1 #2 #3

The Ambition Callは、国連事務総長の以下の要請に応える各国の気候行動に対して提言を行うものである。

• 1.5℃の地球温暖化に関する気候変動に関する政府間パネル（IPCC）特別報告書と整合する具体的かつ現実的な計画を提示すること
• 2020年までに自国が決定する貢献（NDC）を引き上げること
• 今後10年間で温室効果ガス（GHG）排出量を45％削減し、2050年までに正味ゼロを達成すること1

2019年のG20大阪サミットでは、G20諸国（米国を除く）がパリ協定の完全な実施へのコミットメントを再確認した。2 

多くの国は、2050年までの正味排出ゼロを目指した緩和目標の引き上げ意欲を示している。
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SDG 3  

低炭素経済への移行により排出

量を大幅に削減することで、燃

料使用による大気汚染が緩和

され、呼吸器系などの関連疾患

に対処することができる。

SDG 8  

より脱炭素な産業の発展は、安

全で人間らしい（ディーセント

な）雇用の創出を通じて雇用機

会を支える。

SDG 9 

新たなクリーン技術の開発・統

合は、持続可能な産業化及びイ

ンフラの整備を支える。

SDG 11   

脱炭素経済への移行は、都市か

らのGHG排出量及び大気汚染

物質量を削減し、都市環境への

影響緩和に貢献する。

SDG 12    

脱炭素経済への切り替えには、

天然資源の持続可能な管理と

効率的な使用が求められる。

他国の優良事例

#1

カリフォルニア州は、100％クリーンな電力と再生可能エネルギーの割合の増加に

よって、2045年までに脱炭素化するという目標を2018年に発表し

た。 さらに、2024年と2025年には2基の原子力発電所（州の電力の

8.7％を供給）が閉鎖される予定である。

英国政府は、2050年までに正味ゼロ排出に移行するための法改正を2019年6月

に議会に提出した。

2030年NDC目標の引き上げ

推奨されるアクション

さらなる開発便益

気候目標とパリ協定との整合性

セクター全体の総排出量（年間MtCO2e）

総排出量（森林除く）
実績及び予測

森林の排出／吸収量実績

Climate Action Trackerによる
2℃整合及び1.5℃整合の
排出範囲
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現在、日本のNDCは、2030年までに2013年比で26％の排出削減を目指している。こ

の目標には、経済の全セクターが含まれている。Climate Action Trackerの推定3では、

土地利用、土地利用変化及び林業（LULUCF）セクターでの排出・吸収要素を除いて

1990年比に換算すると、2030年までの日本の削減目標は15％に過ぎず、「非常に不

十分」であり、気温上昇を産業化以前の水準に比べ2℃より十分低く抑え、さらには

1.5℃未満に抑える努力も追及するというパリ協定とは整合していない。仮にすべて

の国が日本と同等の野心度で緩和行動を進めるのであれば、世界平均気温の上昇は

2100年に3℃から4℃に達するであろう。日本は、現在実施されている措置でNDCを 

（ほぼ）達成すると考えられる。つまり、それはおそらくパリ協定で要求されている可

能な限り最も高い野心ではない。仮に日本政府が現実的なGDPの想定のもとで、コス

ト面で政治的に受け入れられる低炭素技術の導入を促進する削減

策を強化したならば、2013年比でGHG排出量の27〜42％削減を達

成することが可能になるであろう（「原発ゼロ」シナリオを含む）。4

何を意味するのか？
気候行動の強化は、気候変動の最も壊滅的な影響を避けるための重要なステップである。すべての国は、パリ協定で規定されているように、共通だが差異ある責任の原則に従

いつつ、世界平均気温の上昇を1.5℃未満に抑制する努力を追及する責任を共有している。日本は、2030年NDC目標をパリ協定と整合するレベルまで引き上げることにより、気

候変動がもたらす影響を回避する上での公平な分担に寄与することになるであろう。



化石燃料の利用は環境被害や健康リスクを引き起こすことが多い

ものの、これらの外部不経済（負の外部性）が価格に反映されてい

ることは少ない。5
 このため世界全体での排出量削減に向け、各国は

カーボンプライシング制度を導入し、日本でも2012年に化石燃料由

来のCO2排出量に応じた課税制度が導入された。6
 しかしながら、排

出量削減の程度は炭素価格に直接左右される。排出者の負担にな

らないほど低い炭素価格の設定では、課税による明らかな排出削

減効果は見込めない。炭素価格に外部不経済の実質的な費用を反

映させれば、排出量を大幅に削減できる。日本の現行の炭素税によ

る排出削減は、2020年までに年間600万〜2,400万tCO2と推定され

ている。7
 2019年現在の日本の炭素税率は289円/tCO2e（2.7米ドル/

tCO2e相当）で、本来の「炭素排出に伴う社会的費用」として算定さ

れている220米ドル/tCO2を大幅に下回っている。8
 さらには、世界銀

行がパリ協定の1.5℃目標達成に沿って算定した炭素税の水準（40

〜80米ドル/tCO2e）と比較しても著しく低い。9

何を意味するのか？
日本の炭素税の税率を少なくとも40〜80米ドル/tCO2eまで引き上げれば、さらなる

排出削減につながり、日本の炭素価格はパリ協定の1.5℃目標と整合する水準とな

る。税収は再生可能エネルギーの利用促進や省エネ対策の強化に充当されることに

なっているため、高い税率によりさらに多くの資金をこれらの施策に投入し、あるい

は過重に負担を受ける世帯への補償を行うことも可能となるだろう。

スウェーデン は、1991年に炭素税を導入した。段階的な引き上げを経て、スウェーデ
ンの税率は現在114ユーロ/tCO2eと世界で最も高い。

スイスは、2008年に炭素税を導入した。現在の税率は約86ユーロ/tCO2で、
税収相当の一定額を市民に還付している。

出典: I4CE 2018

炭素税収

他国の優良事例

#2高い水準のカーボンプライシングの導入

推奨されるアクション

SDG 3  

化石燃料へのCO2排出量に応

じた課税（炭素税）は、電動車両

へのシフト（モビリティの電動

化）、大気汚染の緩和、騒音低減

によるメンタルヘルスと福祉の

向上に寄与する。

SDG 7  

化石燃料へのCO2排出量に応

じた課税（炭素税）により、エネ

ルギー効率の向上がもたらさ

れ、エネルギーロスの抑制が最

優先されるようになる。これによ

りエネルギー供給の海外依存

度が引き下げられ、エネルギー

安全保障の強化につながる。

SDG 8  

化石燃料へのCO2排出量に応

じた課税（炭素税）により、資源

効率が高まり（化石燃料の使用

を削減）、経済成長と環境悪化

の分離（デカップリング）が促進

される。低炭素経済へのシフト

は、技術向上とインフラ整備、経

済の多様化に貢献する。

SDG 11  

炭素税の導入が電動車両への

シフト（モビリティの電動化）

を後押しし、すべての人にとっ

て安全で持続可能な交通シス

テムへのアクセス向上と、都市

の大気汚染の大幅な緩和をも

たらす。

SDG 12    

炭素税の導入により化石燃料使

用に対する問題意識が高まるこ

とで、資源効率の向上や大気汚

染の緩和につながり、さらには

低炭素モビリティへのシフトあ

るいは家電製品に対するより高

い省エネ基準の設定といった持

続可能な活動が促進される。

さらなる開発便益
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世界平均気温の上昇を1.5℃未満に抑制

するには、すべての国、そしてすべての経

済セクターにおける抜本的な転換が今す

ぐ必要である。10
 2018年の日本の既設の

石炭火力設備容量は45GWであり11、現在

15GWの新増設が計画されている。12
 これ

は、温暖化を1.5℃未満に抑制するため

2050年までに石炭火力発電のフェーズア

ウトが世界的に必要と指摘したIPCC1.5℃

特別報告書13の知見と整合しない。パリ協

定の目標達成に向けて、日本は既存の石

炭火力発電所を早期に廃止し、今後の新

設を中止する必要がある。14, 15

何を意味するのか？
日本の石炭への依存度を引き下げ、2030年に石炭起源の電力が電力供給全体の1/3

を占めるような状況を回避するには、再生可能エネルギーのさらなる推進が必要で

ある。16
 石炭火力発電の停止は、日本経済全体に大きな便益をもたらす。発電所周辺

の大気汚染の削減により、早期死亡のリスクと医療費の増加を抑えることができる。

また、2025年には再生可能エネルギー起源の電力が石炭起源の電力と比較して安価

になることが既に予測されている。このため、施設寿命が長い石炭火力発電所の新設

は、座礁資産化のリスクが高いといえる。17

他国の優良事例

英国は、炭素回収・貯留（CCS）技術を伴わない石炭火力発電所を2025年までに
フェーズアウトさせる方針を世界で初めて表明した。石炭火力発
電の割合は2005年の35%から2016年には9%に減少している。

チリは、老朽化した石炭火力発電所8基を2024年までに閉鎖する。これらは現在の
石炭発電容量の20%に相当する（現在の電源構成の40％は石炭）。
また、2040年までに残りの20基についてもフェーズアウトする。

#3次期エネルギー基本計画での石炭フェーズアウトの明示

推奨されるアクション
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SDG 3  

再生可能エネルギーは、石炭等

の汚染をもたらすエネルギー源

に取って代わることで、大気汚

染を緩和する。

SDG 8  

再生可能エネルギーに関連す

る産業とサプライチェーンの発

展は、安全で人間らしい（ディー

セントな）雇用の創出を通じて

雇用を支える。

SDG 9 

新たなクリーン技術の開発・統

合は、持続可能な産業化及びイ

ンフラの整備を支える。

SDG 11  

再生可能エネルギーは、石炭

火力発電所に取って代わるこ

とで、発電にともなうGHG排出

量及び大気汚染物質量を削減

し、都市環境への影響緩和に

貢献する。

SDG 15   

再生可能エネルギーは、石炭等

のより汚染度の高い集約的な発

電手段に取って代わることで、

大気・水汚染の緩和と水消費量

の削減を通じて、自然環境（生息

地）の保全に貢献する。

さらなる開発便益
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